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1 序論

1.1 微細構造定数

微細構造定数 αは電磁相互作用の強さを表す結合定数であり、1916年に Sommerfeldによって

導入された。sommerfeldは Bohrの原子模型を相対論的に拡張することで Bohr模型では説明で

きなかった水素原子のスペクトルの微細構造を説明した。その際に導入されたのが微細構造定数 α

であり、

α =
e2

4πϵ0h̄c

と表される。ここで、eは電子の電荷、ϵ0 は真空の誘電率、h̄ = h/2πはディラック定数、cは真空

中の光速である。αは QEDにおける基礎的な物理量であって、QEDの検証のためにもより正確

な αの値の決定が求められる。今現在 CODATA[1]により推奨されている微細構造定数の値は

α−1 = 137.035 999 139(31)

となっている。

1.2 微細構造定数の決定

微細構造定数を決定する方法はいくつか存在する。代表的なものは電子の異常磁気モーメントの

測定による決定であり、異常磁気モーメント ae を

ae = A1 ×
α

π
+A2 ×

(α
π

)2
+A3 ×

(α
π

)3
A4 ×

(α
π

)4
+ ...

+ae

(
me

mµ
,
me

mτ
,weak, hadoron

)
.

として αの冪として展開することで異常磁気モーメントから αを決定することができる。もう一

つの方法としては αはリュードベリ定数 R∞ を用いて

α2 =
2hR∞

mec

と書いて、これを

α2 =

(
2R∞

c

)(
mp

me

)(
MCs

mp

)(
h

MCs

)
(1)

と変形することで R∞, mp/me,MCs/mp,h/MCs の値から α2 の値を得ることができる。リュー

ドベリ定数の値は水素原子のエネルギー準位から測定することができ [1],mp/me,MCs/mp の値は

Penning trap の実験により求めることができる [2]。h/MCs の値はこれより述べる原子干渉計を

用いた実験により測定することができる。
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2 原子干渉計

2.1 原子干渉計の歴史

「干渉計」は、20世紀の物理学において中心的な役割を果たしてきた実験手法である。1905年に

アインシュタインにより提唱された特殊相対性理論はマイケルソン・モーレーの実験がその実験的

基礎になっている。1923年にド・ブロイにより物質波の概念が提唱されそれが実験的に確認され

ると、光干渉計に代わり「物質波干渉計」が考案されるようになってきた。1954年に最初の物質

波干渉計として「電子線干渉計」が開発され、アハラノフ・ボーム効果や磁束量子の観測が可能に

なった。1974年には Si単結晶を回折格子とする中性子干渉計が開発され、重力による量子力学的

位相および等価原理の検証、中性子の回転対称性の検証などに利用されてきた。

電子、中性子を用いた干渉計は 1970年代にはすでに確立された技術となっていたのに対し、原

子を用いた干渉計は 1990年代に入るまで実験的研究がほとんどされなかった。その理由として

• 原子は電荷をもたないので、電子のような電磁気的操作が困難であること
• 中性子のように固体中を通過できないので固体結晶を回折格子として利用できないこと
• 電子や中性子に比べ質量が大きいため、ド・ブロイ波が短く、干渉効果の観測が難しいこと

などが挙げられる。最初の原子干渉計は 1991年にコンスタンツ大のMlynekのグループ、および

MITの Prichardのグループによってほぼ同時に実現された。Mlynekのグループは準安定 Heの

熱的原子線をスリットを通して回折させ、広がった原子波をダブルスリットに通すことでヤングの

干渉縞を観測することに成功した [3]。一方 Pritchardのグループはスリットの入った SiN膜の回

折格子三枚を用いて Naの熱的原子線を二つの経路に分けて干渉を得る、マッハ・ツェンダー干渉

計 [4]を構成した。

図 1 準安定 He 原子線を用いたヤン

グの干渉実験

図 2 Na原子線を用いたマッハ・ツェ

ンダー干渉計

1991年の最初の成功以降原子干渉計の応用が進み、重力加速度の精密測定 [6]、サニャック効果

の測定 [7]、h/mの測定などが行われている。
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2.2 原子干渉計の原理

h/mの測定に用いる原子干渉計はラムゼイ・ボーデ原子干渉計といい、2準位原子と共鳴光を相

互作用させると、原子の波束を二つの準位の波束に空間的・時間的に分離させることができ、再び

共鳴光と相互作用させ二つの波束を重ね合わせることにより干渉計を構成できる。その際原子の波

動関数の位相の変化は原子と光子との相互作用による位相の変化と原子の並進移動に伴う位相変化

の和となる。以下ではそれぞれについてどのように位相が変化するかについて議論する。

2.2.1 原子と光子の相互作用

原子の波動関数が二つの状態の重ね合わせでかけるとする

|ψ⟩ = a |a⟩+ b |b⟩ (2)

この時原子と電磁場との相互作用ハミルトニアンはは双極子近似を用いて

Hint = −µ ·E (3)

となる。ここで µは遷移の双極子モーメント

µ = µϵ̂ξ(|a⟩ ⟨b|+ |b⟩ ⟨a|)

ϵ̂ξ は量子化軸方向の単位ベクトル。また E は

E = E0 cos(k · r − ωt+ β)

である。また双極子モーメントの量子化軸は電場と同じ向きを向くとする。このとき、原子の全ハ

ミルトニアンは

Ĥ =
P̂ 2

2m
+ h̄ω0 |b⟩ ⟨b| − µE0 cos(k · r − ωt+ β)(|a⟩ ⟨b|+ |b⟩ ⟨a|)

となる。h̄ω0 は準位 aと bの間のエネルギー差。ここで回転波近似[付録 A] を行い

Ĥ =
P̂ 2

2m
+ h̄ω0 |b⟩ ⟨b| − µE0(e

−iθ |a⟩ ⟨b|+ eiθ |b⟩ ⟨a|)

θ = k · r − ωt+ β

と近似する。

これにより原子のシュレーディンガー方程式は

ih̄
∂

∂t
|ψ⟩ =

(
P̂ 2

2m
+ h̄ω0 |b⟩ ⟨b| − µE0(e

−iθ |a⟩ ⟨b|+ eiθ |b⟩ ⟨a|)

)
|ψ⟩
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となり、この式より |ψ⟩の重ね合わせの係数 a,bについての連立方程式

i
d

dt

(
a

b

)
=

 P 2
a

2h̄m
xe−iθ

xeiθ
P 2

b

2h̄m
+ h̄ω0

(a
b

)
(4)

x =
µE0

h̄

が得られる。光電場が十分強く、x ≫ P 2

2m + h̄ω0 であるとし、十分短いパルス光 ω0∆t ≪ 1で励

起した時の (4)式の解は t = 0で a = 1のとき{
a(∆t) = cos(x∆t)
b(∆t) = −ieiθ sin(x∆t) (5)

となる。∆t = π/4xのとき {
a(∆t) =

1√
2

b(∆t) = − i√
2
eiθ

(6)

となって原子は aと bの二つの状態に分かれる。このような∆t = π/4xのパルス光を π/2パルス

という。∆t = π/2xのとき {
a(∆t) = 0
b(∆t) = −ieiθ (7)

となり、状態が入れ替わる。このような∆t = π/2xのパルス光を πパルスという。(6),(7)式より

状態が aから bに移るとき位相が

θ − π

2
= k · r − ωt+ β − π

2
(8)

だけ変化することがわかる。

t = 0で b = 1のとき {
a(∆t) = −ie−iθ sin(x∆t)
b(∆t) = cos(x∆t)

(9)

となるので、bから aに移るとき位相は

−θ − π

2
= −k · r + ωt− β − π

2
(10)

だけ変化する。
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この過程では光子の吸収、放出が起きるので運動量ベクトルも変化し、状態は空間的にも変化す

る。運動量保存の法則より、運動量 h̄kを持つ光子が原子に吸収されたとき、原子の運動量 P は

P = h̄k　

となり、古典的な運動量mv = P を用いると

vr =
h̄k

m
(11)

となる。ここで vr は光子による原子の反跳速度。

図 3 光子の吸収による原子の準位の励起と速度の変化

これにより励起状態は基底状態と違った運動量を持つことになり、空間的にも二つの準位は分裂

する。

2.2.2 原子の波動関数

原子が並進運動しているときの波動関数は、シュレーディンガー方程式

ih̄
∂

∂t
ψ = − h̄2

2m
∇2ψ

より、
ψ = ψnexp(ik · r − iωt) (12)

となる。ここで

E = h̄ω =
h̄2k2

2m
,v = ∇kω =

h̄k

m

より (8)式は

ψ = ψnexp

(
1

h̄
mv · r − 1

h̄
Et

)
(13)

となり、原子の並進運動に伴う位相の変化 ϕは

ϕ =
i

h̄
mv · r − i

h̄
Et (14)

となる。
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E は状態の全エネルギーであり、内部エネルギー Eint と運動エネルギー 1
2mv

2 の和でかける

ので

ϕ =
1

2h̄
mv2t− 1

h̄
Eintt (15)

となる。従って粒子の速度及び内部エネルギーが変化すれば二つの状態に位相差が発生する。

2.2.3 ラムゼイ・ボーデ原子干渉計

上で議論した原子の位相変化及び速度の変化を用いることにより干渉計を構成することがで

きる。

この干渉計における原子線の経路は図４のように書ける。原子線に４本の位相の同じ π
2 パルス

の共鳴光 I、II、III、IVを原子線に対して直角に入射させる。Iと II、IIIと IVの間の時間間隔は

等しく、その時間を T とする。また II と III の間の時間間隔は T ′ とする。最初原子線は aの状

態にあったとすると、Iの π
2 パルスにより aと bの状態に分かれる。時間 T だけ経過した後 IIで

π
2 パルスを入射させると状態はさらに二つに分かれる。時間 T ′ 後に IIIで、Iと IIとは逆向きに
π
2 パルスを入射させる。それにより状態は再び二つに分かれるが反跳速度は I、IIとは逆向きにな

る。IVで二つの経路は重ね合わせとなり経路差に応じて干渉が起きる。図４における経路 ACDF

と経路 ABEFで干渉計が構成され、経路 ACHIと経路 ABGIでもまた干渉計が構成される。

図 4 ラムゼイ・ボーデ原子干渉計の模式図

各干渉計における位相差は原子と光子の相互作用による位相変化と、自由粒子運動における位相

の進みから計算できる。各経路の各辺での位相の進みは (15)式で表され、光子と相互作用する点

での位相変化は (8)、(10)式で与えられる。経路 ACDFと経路 ABEFでの位相差∆ϕ1 は

∆ϕ1 = ϕAC + ϕCD + ϕDF + ϕDF + ϕA + ϕC + ϕD + ϕF − ϕAB − ϕBE − ϕEF (16)

となる。各項を計算した結果を次のページの表にまとめる。
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この表では z 方向の初速を v0 とし、定数項及び x方向の運動による位相の進みは二つの経路で

共通なので無視している。

表 1 位相差 ∆ϕ1 の各項の値

ACDFでの位相変化　 ABEFでの位相変化　

ϕAC = −ω0T + m
2h̄ (v0 + vr)

2T ϕAB = m
2h̄v0

2T

ϕCD = m
2h̄v0

2T ′ ϕBE = m
2h̄v0

2T ′

ϕDF = −ω0T + m
2h̄ (v0 − vr)

2T ϕEF = m
2h̄v0

2T

ϕA = 0

ϕC = ωT − k(v0 + vr)T

ϕD = −ω(T + T ′)− k(v0 + vr)T − kv0T
′

ϕF = ω(2T + T ′) + kv0(2T + T ′)

これより

∆ϕ1 = 2(ω − ω0)T − h̄k2

m
T (17)

となる。

経路 ABGIと経路 ACHIについても同様にして計算すると下の表のようになる

表 2 ∆ϕ2 の各項の値

ACHIでの位相変化　 ABGIでの位相変化　

ϕAC = −ω0T + m
2h̄ (v0 + vr)

2T ϕAB = m
2h̄v0

2T

ϕCH = −ω0T
′ + m

2h̄ (v0 + vr)
2T ′ ϕBG = −ω0T

′ + m
2h̄ (v0 + vr)

2T ′

ϕDF = −ω0T + m
2h̄ (v0 + vr)

2T ϕEF = m
2h̄ (v0 + 2vr)

2T

ϕA = 0 ϕB = −ωT + kv0T

ϕI = ω(2T + T ′) + k(vrT
′ + 2vrT ) + kv0(2T + T ′) ϕG = ω(T + T ′) + kvrT

′ + kv0(T + T ′)

よって経路 ACHIと経路 ABGIでの位相差は

∆ϕ2 = 2(ω − ω0)T +
h̄k2

m
T (18)

と得られる。従って ∆Φ ≡ ∆ϕ1 −∆ϕ2 とすれば

∆Φ = −2
h̄k2

m
T (19)

となる。これより、最終的な結果は原子の準位間の遷移周波数に依らない形で表すことができる。
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3 h/mの精密測定

(19)式を用いれば原理的には ∆Φの値を測定すれば用いたパルスの波数及びパルスの間の時間

間隔 T から h̄/mの値を得ることができる。この章ではより精度よく h̄/mの値を測定する方法に

ついて議論していく。

3.1 誘導ラマン遷移

二準位原子を用いて干渉計を構成する場合、自然放出により原子の準位が下がると、コヒーレン

スが崩れ、正確な測定が困難となる。従って原子の励起状態の寿命は観測に関わる時間より長いこ

とが望まれる。一般に長い寿命を持つ励起状態を作るには誘導ラマン遷移が用いられる。

誘導ラマン遷移とは原子に対して周波数の違う二つの光子を入射させることで一度原子を高いエ

ネルギー準位に励起させてから、もう一度順位を下げ順位の低い励起状態に遷移させる方法であ

り、これを用いることでエネルギー差の小さい励起状態を得るのに、大きな波数のパルス光を用い

ることが可能となる。

図 5 誘導ラマン遷移の概念図

この時電場は二つの電場の重ね合わせとなり、(5),(9)式における位相 θは

θ = (k1 − k2) · r − (ω1 − ω2)t+ β1 + β2　

となる。

またこの時、二つの光子をそれぞれ反対向きに入射させると、原子の反跳速度は吸収と放出で同

じ方向に反跳されるので

vr =
h̄(k1 + k2)

m
(20)
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となる。これによって (17),(18)式は

∆ϕ1 = 2(ω1 − ω2 − ω0)T − h̄(k1 + k2)
2

m
T (21)

∆ϕ2 = 2(ω1 − ω2 − ω0)T +
h̄(k1 + k2)

2

m
T (22)

と置き換わり、

∆Φ = −2
h̄(k1 + k2)

2

m
T (23)

となる。

準位間のエネルギー差が小さい２準位系の場合、通常の吸収遷移で励起状態を作ろうとすると、

用いる光子の波数は小さくなり、原子の反跳速度も小さくなる。しかし誘導ラマン遷移を用いると

用いる２つの光子の波数の差さえ合えば２つの波数を大きくとることが可能となる。これにより原

子の反跳速度も大きくなり、大きな位相差を得ることができる。

3.2 π パルスによる反跳

さらに大きな反跳速度を得るために、図４における、IIと IIIの π/2パルスの間に 2N回の π パ

ルスを上下交互に入射させる。これにより、原子の状態は入れ替わりパルスを入射させるごとに反

跳速度 h̄k/mを得るが、このとき二つの経路上の原子は同じ内部状態を持つので二つの経路で位相

差は発生しない。したがって最終的な位相差は Iと II及び、IIIと IVの間の位相差だけで議論が

できる。

図 6 二回目の π/2パルスのあと 4回 π パルスを入射させたときの原子の経路
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この時、2N回の反跳により、表１中の ϕDF、ϕEF は

ϕDF = −ω0T +
m

2h̄
(v0 − (2N + 1)vr)

2T

ϕEF =
m

2h̄
(v0 − 2Nvr)

2T 　

と変更され,ϕC , ϕD, ϕF は

ϕC + ϕD + ϕF = 2ωT + 2k(2N + 1)vrT

となる。∆ϕ2 に対しても同様に計算して、最終的な結果は

∆Φ = −2(2N + 1)
h̄(k1 + k2)

2

m
(24)

となり ∆Φは (2N+1)倍に拡大される。
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4 重力による補正

今まで、経路上で原子は自由粒子状態にあると仮定して議論をしてきたが、この章では経路上に

ポテンシャルが存在しているときに位相差はどのように変更されるかについて議論する。

ポテンシャルが存在しているとき原子の波動関数はWKB近似 [付録 B]を用いて

ψ = A(r)exp

(
i

h̄

∫
dr
√
2m(E − V (r)

)
(25)

と書ける。この時波動関数の位相

ϕ =
1

h̄

∫
dr
√
2m(E − V (r)

を E ≫ V (r)として √
2m(E − V (r) ≈ (2mE)1/2

(
1− V (r)

2E

)
と近似すると

ϕ ≈ 1

h̄

∫
dr(2mE)1/2

(
1− V (r)

2E

)
(26)

となる。この式の第一項はポテンシャルに依らない項であり、ポテンシャルの位相による項は

ϕ[V ] = − 1

h̄

√
m

2E

∫
drV (r) (27)

となる。古典的な運動エネルギー E = 1
2mv

2 を用いれば

ϕ[V ] = − 1

h̄v

∫
drV (r) (28)

となる。よってポテンシャルに依る位相の変化は粒子の速度によって変化するということがわ

かる。

V (r) = mgz としてすべての経路について計算すると

∆Φ[V ] = −2(k1 + k2)g(T + T ′) (29)

この値はおよそ 10−3mrad程である。

なので重力補正を加えた最終的な結果は

∆Φ = −2(2N + 1)
h̄(k1 + k2)

2

m
T − 2(k1 + k2)g(T + T ′)T (30)

となる。
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5 まとめ

この原子干渉計を用いた微細構造定数の決定の実験は 1993年に S.Chuらによって最初に行われ

た。S.Chuらは 133Csの超微細構造 6S1/2 の |F = 3,mF = 0⟩と |F = 4,mF = 0⟩を用いて実験
を行った。その際得られた値は

α−1 = 137.036 000 3(10)

であり、この時の重力による補正は
−9.7± 1.0ppb

となった。また現在行われている原子干渉計を用いた微細構造定数の決定の実験の結果は

α−1 = 137.035 999 173(35)

となっており、これを CODATAが推奨している、QEDによる計算の値

α−1 = 137.035 999 139(31)

と比較すると、最初に行われた実験よりも二桁精度がよくなっていることがわかる。

最近の実験では効率よく粒子を加速させるために Bloch 振動を利用した原子干渉計などが開発

され、また原子の冷却技術などの向上により今後さらに精度を上げた実験が期待される。
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付録 A　回転波近似

原子と光子の相互作用ハミルトニアンに対して行った回転波近似について簡単に触れておく。

シュレーディンガー方程式

ih̄
∂

∂t
|ψ⟩ = (H0 + V ) |ψ⟩

V = −dE0

2
(e−iθ + eiθ)(|a⟩ ⟨b|+ |b⟩ ⟨b|)

に対して、
|ψ⟩ = a |a⟩+ be−iω0t |b⟩

を代入すると
aV |a⟩+ e−iω0tbV |b⟩ = ih̄ȧ |a⟩+ ih̄e−iω0tb |b⟩

となる。両辺に ⟨a|をかけると
ȧ = − i

h̄
b ⟨a|V |b⟩ e−iω0t

両辺に ⟨b|をかけると
ḃ = − i

h̄
a ⟨b|V |a⟩ eiω0t

したがって

ȧ = i
dE0

2h̄

(
e−i(k·r+β)ei(ω−ω0)t + ei(k·r+β)e−i(ω+ω0)t

)
b

ḃ = i
dE0

2h̄

(
ei(k·r+β)e−i(ω−ω0)t + e−i(k·r+β)ei(ω+ω0)t

)
a

となる。この式において ω ≈ ω0 であると仮定して、第二項は十分急速に振動する項として無視す

ると

ȧ = i
dE0

2h̄
e−i(θ+ω0t)b

ḃ = i
dE0

2h̄
ei(θ+ω0t)a

となる。これが回転は近似である。本文中ではこの状態の係数の方程式に対する近似をハミルトニ

アンにおいて初めから対応する項を取り除くことによって実現している。
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付録 B　位相差の検出

本文中で、位相差を検出することにより h̄/mの値を求めることができると述べたが、ここで具

体的な位相差の検出法について議論していく。粒子の重ね合わせにおいて位相差が存在すると粒

子の存在確立が変化する。したがって干渉が起きた粒子の粒子数を測定することによりその存在

確立が求まり位相差が測定できる。本文図４の点 F を通過した a の原子は経路 ACDF を通過し

た原子と経路 ABEFを通過した原子の重ね合わせとなり、点 Fを通過した aの原子の波動関数を

|ψa⟩o utとすると

|ψa⟩out =
1

2
(1 + ei∆ϕ1) |a⟩

となる。この時の aの存在確立は

|out ⟨ψa|ψa⟩out |
2 =

1

2
(1 + cos(∆ϕ1))

同様にして bの存在確立は

|out ⟨ψb|ψb⟩out |
2 =

1

2
(1− cos(∆ϕ1))

となるので aと bの粒子数から位相差 ∆ϕ1 を得ることができる。
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